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民有緑地保全支援事業 20280100

良好な自然環境の保護又は美観風致を維持するため、一定基準を満たす樹木等の保存を奨励する

2 緑の整備

28 緑のまちづくりの推進

その他の事務事業  〜

生活環境部 環境政策課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市自然環境の保全及び育成に関する条例

市民、神社、仏閣及び私立学校の所有者又は管理者

指定基準を満たした樹木及び樹林地について、これらの保護を奨励するための奨励金を交付する。

緑の保護及び育成を目的に、樹木の剪定、消毒及び枯損の防止など樹木の維持管理に係る緑化費用の一部を補助することにより、
緑ゆたかなまちづくりを推進する。

地域にある貴重な緑として維持できるよう現状を把握し、樹木の適正な維持管理に努める。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

保存樹木　　２，１１３本
保存樹林　　８２９．４６㎡

市内民有地にある貴重な樹木を残すために管理費の一部を所有者に助成す
る制度であり、約２，０００本の樹木を指定している。街のシンボルとな
っている樹木も多くある。
老木化や宅地化により、樹木を維持管理することが難しくなっている。市
内にある民有地の樹木の保存に対して、市がどのように関与していくか定
める方針が必要である。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

高木となった樹木や敷地境界から隣地に越境した樹木の剪定に係る費用負
担が大きいために、維持管理することが難しい樹木が増えており、適正管
理するためにも剪定に係る費用の一部を助成する制度の検討が必要とおも
われる

保存樹木　　２，２００本
保存樹林　　８２９．４６㎡

前年までの実績を踏まえると、昨年に引続き身近な自然環境を保全する必
要があることから、事業を計画を継続する。

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

保存樹木　　２，１０８本
保存樹林　　８２９．４６㎡

市内民有地にある貴重な樹木を残すため管理費の一部を所有者に助成する
制度であり、約２，０００本の樹木を指定している。街のシンボルとなっ
ている樹木も多くある。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

昨年に引続き身近な自然環境を保全する必要があることから、事業を継続
していく。
また老木化や宅地化により、樹木を維持管理することが難しくなってきて
いるため、市内にある民有地にある樹木の保存に対して、市がどのように
関与していくか定める方針が必要である。

指定している樹木に対し、奨励金を交付する。

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

民間地の緑を確保することが難しくなっており、地域にある
貴重な緑として維持できるよう事業を継続する一方、近隣と
のトラブルが発生していることもある。このことから、現状
の把握に努める中で、樹木の適正な維持管理のあり方につい
て検討する必要がある
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 保存樹木の指定
1,942

本

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

- - - - 平成29年度

2,127 2,113 2,108 - -

② 保存樹林の指定
984

㎡

984 984 984 984 984

- - - - 平成29年度

829 829 829 - -

保存樹木の指定は、目標値を越え
ている。また、保存樹林の指定面
積については、平成１９年度以降
面積が変わっておらず、今後も増
える見込みが無い。しかし、現在
の面積を維持することで自然環境
の保全に努める。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

市内民有地にある貴重な樹木を残すために管理費の一部を所有者に助成する制度であり、約２，０００本の樹木を指定している。街のシンボルとな
っている樹木も多くある。

高木となった樹木や敷地境界から隣地に越境した樹木の剪定に係る費用負担が大きいために、維持管理することが難しい樹木が増えており、適正管
理するためにも剪定に係る費用の一部を助成する制度の検討が必要と思われる。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

事業内容を維持しつつ、自主的な活動ができるよう事業を進めていく。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

6,730,000 6,600,000 6,505,000 6,510,000 6,490,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,730,000 6,600,000 6,505,000 6,510,000 6,490,000 0

6,730,000 6,600,000 6,505,000 6,510,000 0 0

6,409,250 6,320,225 6,317,425 6,344,925 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,409,250 6,320,225 6,317,425 6,344,925 0 0

95.2% 95.8% 97.1% 97.5% 0.0% 0.0%

0.34 0.60 0.61 0.61

2,717,405 4,568,253 4,752,658 4,753,427

0 0 0 0

0 0 0 0

32,398 47,348 51,961 44,658

9,159,053 10,935,826 11,122,044 11,143,010 0 0
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 40 15 25 1131000 補助金　樹木保存事業費 6,510,000 6,344,925 6,490,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 6,510,000 6,344,925 6,490,000
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　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

まちかど空間緑化推進事業 20280200

公共花壇の適切な維持管理及び市民花壇への花苗の提供

2 緑の整備

28 緑のまちづくりの推進

主要な事務事業  〜

都市整備部 公園緑地課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

都市公園法、都市緑地法

府中市緑の基本計画２００９

市民

市民の協力を得ながら、緑が少ない地域などへの優先性を考慮した市民花壇の増設を進めるとともに、適切な維持管理を促します
。また、市民が主体となった設置や維持管理などの緑化活動を支援するため、多様な草花の種子や苗、球根や肥料の提供、手入れ
の技術の講習などを行う。
緑が少ない地域などへの優先性を考慮しつつ、公共花壇を公園や公共施設、道路などへ増設を進めるとともに、適切な維持管理に
努める。花壇の設置に際しては、地域性を踏まえ、特色のある草花の植栽を行い、多くの人に親しまれる空間として、地域住民や
事業者が主体となった維持管理を促進する。

公園などのまとまった空間確保が困難な市街地においては、まちかどの小スペースを有効に活用した緑が望まれ、公共・市民花壇
が市内に設置され、季節に応じた草花が市民の目を楽しませている。

まち全体の緑の個性と豊かさを育み、だれもが緑を楽しめる空間として、市民・公共花壇など「地域の庭」としてのまちかど空間
緑化の普及を推進し、市民の緑に対する意識をより高める。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） C　見直して継続

◇公共花壇：５１か所にサルビア・パンジーなど25,000株、市役所・府中
本町駅・多磨駅にも1,200株の植付を行った。また、河川敷にはコスモス
の植付、菜の花などの種まきを行った。
◇市民花檀：環境政策課において、３２団体に対し年１回の講習会を実施
し、３７か所の花壇に年２回サルビア・パンジーの苗、チューリップの球
根など5,400株の配布を行い、維持管理を含め地域の庭として緑化を図っ
た。

公共花壇・市民花檀とも、地域の特性を生かし季節に応じた草花を植付け
、地域の庭としての緑化を推進するとともに、適切な維持管理において、
各地域での市民や事業者との協働による活動が行われ、多くの人に親しま
れる空間として機能している。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

公共花壇・市民花檀とも、地域の特性を生かし季節に応じた草花を植付け
、地域の庭としての緑化を推進するとともに、適切な維持管理において、
各地域での市民や事業者との協働による活動をより発展させ、多くの人に
親しまれる空間として質の向上にも取り組んでいく。

◇公共花壇：５０か所にサルビア・パンジーなどを植付するほか、市役所
・府中本町駅・多磨駅に植付を行う。また、河川敷にはコスモスの植付、
菜の花などの種まきを行う。
◇市民花檀：環境政策課において、３７か所の花壇（３２団体）に対し年
１回の講習会やサルビア・パンジーの苗、チューリップの球根の配布を行
う。

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇公共花壇：４７か所にサルビア・葉ボタンなどを植付するほか、市役所
・府中本町駅・多磨駅に植付を行った。また、河川敷にはコスモスの植付
、菜の花などの種まきを行った。
◇市民花檀：環境政策課において、３７か所の花壇（３２団体）に対し年
１回の講習会やサルビア・パンジーの苗、スカシユリの球根の配布を行っ
た。

公共花壇・市民花檀とも、地域の特性を生かし季節に応じた草花を植付け
、地域の庭としての緑化を推進するとともに、適切な維持管理において、
各地域での市民や事業者との協働による活動をより発展させ、多くの人に
親しまれる空間として機能している。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

公共花壇・市民花檀とも、地域の特性を生かし季節に応じた草花を植付け
、地域の庭としての緑化を推進するとともに、適切な維持管理において、
各地域での市民や事業者との協働による活動をより発展させ、多くの人に
親しまれる空間として質の向上にも取り組んでいく。

◇公共花壇：４７か所にサルビア・葉ボタンなどを植付するほか、市役所
・府中本町駅・多磨駅に植付を行う。また、河川敷にはコスモスの植付、
菜の花などの種まきを行う。
◇市民花檀：環境政策課において、３７か所の花壇（３２団体）に対し年
１回の講習会やサルビア・パンジーの苗、スカシユリの球根の配布を行う
。

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

これまでは、都市化の進展に伴い失われた緑を確保するため
、緑の量の確保に重点を置き、まちかどの小スペースを有効
に活用した緑化として、公共花壇を設置し、美しいまちなみ
景観を形成してまいりましたが、市民の生活スタイルの変化
や価値観の多様化が進み、より質の高い空間の確保が求めら
れています。今後は、植生や回数を工夫し、多摩川河川敷の
大規模公共花壇を一部廃止し、植付け面積を減らした中で、
「量」から「質」へ転換を図る。
また、個性豊かな緑のまちづくりを進めるためには、「地域
の庭」である市民花壇や公共花壇などのまちかどの緑化や「
個人の庭」の一般公開などを、「セミパブリックガーデン」
として体系化し、その普及を推進します。
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 市の面積に対する緑地の割
合

24.7

％

25.1 25.3 25.5 25.7 26

- - - - 平成30年度

24.8 24.6 24.5 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

新設された公園・緑地がなく、緑
のまちづくりの一環である、生産
緑地も減少傾向にあることから、
市内の緑地面積が減少している。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

緑化の余地が限られた市街地では、いかに緑化を図っていくかが重要となる。これまでもスポットパークの整備や、市民の協力による花壇の設置な
ど、まちがどの緑化を進めた。
まちかどに良好な環境をつくり出す、スポットパーク５５か所の設置。→３５か所（H28)
公共の場を彩る、公共花壇５６か所の設置。→５０か所（H28)
地元住民による、市民花檀４５か所の維持管理。→３７か所（H28)

都市化が進展するなか、緑が減少傾向にあることから、法制度等を適切に運用するほか、市民活動の効果的な支援のあり方を検討し、緑の保全を図
る必要がある。
また、市の事業や市民、事業者との協働により緑化が推進されているが、『緑の基本計画』が平成31年度に改定を向かえることから、新たな緑の将
来像を描き、地域の特徴や緑の多様な機能を踏まえた、より質の高い緑の空間づくりを進める必要がある。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市緑の基本計画２００９による、緑の将来像と目標を設定している。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 1

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

15,948,000 10,996,000 11,956,000 11,927,000 11,924,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,500,000 0 0 0 0 0

11,448,000 10,996,000 11,956,000 11,927,000 11,924,000 0

15,948,000 8,996,000 11,956,000 11,923,000 0 0

15,807,044 7,827,381 11,740,988 11,673,215 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,500,000 0 0 0 0 0

11,307,044 7,827,381 11,740,988 11,673,215 0 0

99.1% 87.0% 98.2% 97.9% 0.0% 0.0%

2.50 1.75 1.80 1.20

19,980,920 13,324,071 14,024,237 9,351,004

0 0 0 0

0 0 0 0

629,746 381,432 415,166 258,640

36,417,710 21,532,884 26,180,391 21,282,859 0 0



まちかど空間緑化推進事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 40 15 20 1124000 公共花壇運営費 11,000,000 10,800,000 11,000,000

2 01 40 15 25 1123000 市民花壇運営費 927,000 873,215 924,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 11,927,000 11,673,215 11,924,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

緑化指導事業 20280300

府中市地域まちづくり条例等に基づく緑化指導

2 緑の整備

28 緑のまちづくりの推進

その他の事務事業  〜

都市整備部 公園緑地課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

都市計画法、都市緑地法、工場立地法、墓地、埋葬等に関する法律

府中市緑の基本計画２００９

府中市地域まちづくり条例、府中市地区計画の区域内における緑地の保全と緑化の推進に関する条例、東京都工場立地法地域準則
条例、府中市墓地等の経営の許可等に関する条例の対象となる開発事業等

既存の緑の保全に向けて、土地所有者の協力を得ながら、緑地の保全や緑化を推進するために、法律や条令に基づき、一定の土地
の区域に対して、土地利用や開発事業を規制する、地域性緑地制度等の運用や管理支援等を行う。

都市化が進展するなか、緑が減少傾向にあることから、法制度等を適切に運用し緑の保全を図る必要があり、市の事業や市民、事
業者の協力等により緑化が推進されている。

府中市地域まちづくり条例に基づく緑化協議により確保された緑地を事業者の協力による増加を目指す。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、５２件の緑化協
議を行い、対象敷地（61,560㎡）に応じ対て、新たに緑地（5,920㎡）を
確保し、緑化の推進を図ることができた。

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事業者等と協議
し、緑地の算定基準に基づき、適正に緑地等が確保され、緑化の推進を図
ることができた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事業者等に対し
緑地の設置を求めるとともに、自主管理公園や緑地についても、適切な維
持管理を実施するよう指導等を行なう。

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事業者等に対し
、緑地の算定基準に基づく緑地等を確保するよう求め、併せて、恒久的な
維持管理を実施するよう指導を行い、緑化の推進を図る。また、自主管理
公園や緑地についても、適切な維持管理を実施するよう管理者等に具体的
な指導・助言を行なう。

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、５２件の緑化協
議を行い、対象敷地（47,270㎡）に応じ対て、新たに緑地（4,434㎡）を
確保し、緑化の推進を図ることができた。

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事業者等と協議
し、緑地の算定基準に基づき、適正に緑地等が確保され、緑化の推進を図
ることができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事業者等に対し
緑地の設置を求めるとともに、自主管理公園や緑地についても、適切な維
持管理を実施するよう指導等を行なう。

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事業者等に対し
、緑地の算定基準に基づく緑地等を確保するよう求め、併せて、恒久的な
維持管理を実施するよう指導を行い、緑化の推進を図る。また、自主管理
公園についても、適切な維持管理を実施するよう管理者等に具体的な指導
・助言を行なう。

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

◇府中市地域まちづくり条例に基づく開発事業において、事
業者等に対し緑地の算定基準による緑化協議を行い、緑地の
確保・緑化の推進図るとともに、適切な維持管理を実施する
よう指導・助言を行っていく。



緑化指導事業
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 緑化協議による緑地確保面
積

29

ｈａ

36 40 43 47 47

- - - - 平成29年度

30 31 32 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

府中市地域まちづくり条例に基づ
く、事業計画の規模が縮小傾向に
あることから、緑化協議により確
保される面積が減少している。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

本事業を推進するため、地区計画の区域内における緑地の適正な保全と緑化の推進を図り、もって健全な都市環境を確保することを目的として、都
市緑地法に基づき平成２１年３月１６日より「府中市地区計画の区域内における緑地の保全と緑化の推進に関する条例」を施行した。
地域主権改革一括法に伴い「工場立地法」及び「墓地、埋葬等に関する法律」の事務が平成２４年４月１日に権限委譲されることに伴い、東京都工
場立地法地域準則条例に該当する施設に対する緑地の確保の指導及び府中市墓地等の経営の許可等に関する条例に該当する墓地に対する緑地の確保
の指導を行うこととなった。

「工場立地法」の事務が権限委譲されたことに伴い、平成２５年４月１日より「府中市工場立地法に基づく緑地率等算定に係る準則を定める条例」
を施行し、この条例に基づき緑地の確保の指導を行う。
『緑の基本計画』が平成３１年３月に計画期間の最終年度となることから、今後の緑化指導事業についても、将来像を描いていきたい。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

市の条例に基づき、緑地を適正に確保する必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2.50 3.25 3.35 2.00

19,980,920 24,744,704 26,100,664 15,585,006

0 0 0 0

0 0 0 0

629,746 708,373 772,670 431,065

20,610,666 25,453,077 26,873,334 16,016,071 0 0



緑化指導事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

公園緑地等維持管理事業 20280400

公園や緑地などの維持・管理

2 緑の整備

28 緑のまちづくりの推進

主要な事務事業  〜

都市整備部 公園緑地課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

都市公園法、都市緑地法

府中市緑の基本計画２００９

市民

事故などを未然に防止し、だれもが安全に安心して公園を利用できるよう、公園施設の定期的な点検、利用頻度や維持管理コスト
に応じて、機能の改廃の検討、様々な担い手による管理の仕組みを構築し、企業や地域住民などが主体となった維持管理を促進す
るなど、公園施設の維持管理を行います。
自然環境や風致を重視した公園、子どもの遊び場となる公園など、各公園の機能や役割を踏まえ、樹木の適切な維持管理を進め、
樹木の成長により、見通しのきかない箇所、枝や落ち葉が隣接地に影響を及ぼている箇所、樹木の密生により生育環境が悪化して
いる箇所などを把握し、間引きや植替え、剪定など公園内の樹木の適切な管理を行います。

これまで数多くの公園・緑地が整備され、多くの市民に利用されていますが、経年による公園施設の劣化や樹木の成長など、維持
管理上の問題が発生している。

公園・緑地が持つ機能を、今後とも十分に発揮できるよう、市民の協力を得ながら適切な維持管理を行っていく。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇事務作業委託：都市公園台帳作成委託、砂場殺菌作業委託、都市計画変
更案作成等委託、各種花蓮維持管理委託等
◇施設管理委託：粗大ごみ・ごみ回収運搬処理委託、公園等便所清掃業務
委託、公園等清掃業務委託（地元団体）、公園緑地等清掃除草業務委託（
シルバー）、公園等樹木管理委託、公園等水辺清掃業務委託、郷土の森公
園関係各種維持管理委託等、公園等樹木安全対策委託

◇市民からの苦情・要望による維持管理から予防保全型に切り替えること
を目標に、平成２７年度から公園・緑地等の適正な維持管理に努めた。し
かしながら、昨年より苦情等は減少したものの、全施設に適切な維持管理
ができていない状況にあり、市民協働によるインフラ管理ボランティア制
度の活用、樹木の間引き、遊具の更新等、公園施設等の見直しに取り組ん
でいく必要がある。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

◇公園・緑地等を予防保全型の管理へと切り替える目標を達成するため、
引き続き取り組んで行くとともに、市民協働によるインフラ管理ボランテ
ィア制度を活用しながら、市民が親しみを持ち、施設の継続的な安全性の
確保を推進するため、制度についても働きかけを行っていく。
◇公園・緑地等の利用状況に則した遊具等の更新や、巨木化した樹木の間
引きなど公園施設等の見直しに取り組む。

◇事務作業委託：都市公園台帳作成委託、砂場殺菌作業委託、都市計画変
更案作成等委託、各種花蓮維持管理委託等
◇施設管理委託：粗大ごみ・ごみ回収運搬処理委託、公園等便所清掃業務
委託、公園等清掃業務委託（地元団体）、公園緑地等清掃除草業務委託（
シルバー）、公園等樹木管理委託、公園等水辺清掃業務委託、郷土の森公
園関係各種維持管理委託等、公園等樹木安全対策委託

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇事務作業委託：都市公園台帳作成委託、砂場殺菌作業委託、都市計画変
更案作成等委託、各種花蓮維持管理委託等
◇施設管理委託：粗大ごみ・ごみ回収運搬処理委託、公園等便所清掃業務
委託、公園等清掃業務委託（地元団体）、公園緑地等清掃除草業務委託（
シルバー）、公園等樹木管理委託、公園等水辺清掃業務委託、郷土の森公
園関係各種維持管理委託等、公園等樹木安全対策委託

◇市民からの苦情・要望による維持管理から予防保全型に切り替えること
を目標に、公園・緑地等の適正な維持管理に努めた。しかしながら、全施
設に対し適切な維持管理ができていない状況にあり、市民協働によるイン
フラ管理ボランティア制度の活用、樹木の間引き、遊具の更新等、公園施
設等の見直しに取り組んでいく必要がある。

□ □ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

◇公園・緑地等を予防保全型の管理へと切り替える目標を達成するため、
引き続き取り組んで行くとともに、市民協働によるインフラ管理ボランテ
ィア制度を活用しながら、市民が親しみを持ち、施設の継続的な安全性の
確保を推進するため、制度についても働きかけを行っていく。
◇公園・緑地等の利用状況に則した遊具等の更新や、巨木化した樹木の間
引きなど公園施設等の見直しに取り組む。

◇事務作業委託：都市公園台帳作成委託、砂場殺菌作業委託、都市計画変
更案作成等委託、各種花蓮維持管理委託等
◇施設管理委託：粗大ごみ・ごみ回収運搬処理委託、公園等便所清掃業務
委託、公園等清掃業務委託（地元団体）、公園緑地等清掃除草業務委託（
シルバー）、公園等樹木管理委託、公園等水辺清掃業務委託、郷土の森公
園関係各種維持管理委託等、公園等樹木安全対策委託

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

公園施設等の予防保全型の管理を進め、適正な維持管理に努
めるとともに、安全で安心に利用いただけるよう、公園樹木
の安全対策も引き続き行っていく。また、市民が公園等に親
しみを持ちながら市民協働によるインフラ管理ボランティア
を実施できるよう、制度の更なる拡充を図るとともに、遊具
、樹木等について、適切に管理を実施することで、安全で快
適な公園等の環境づくりを継続して行う必要がある。
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 公園や都市緑化で緑あふれ
るまちとしての市民満足度

69.9

％

71 72 73 74 74

- - - - 平成29年度

70.3 76.2 76.7 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

市民意識調査の結果としては、高
い水準を維持しており、重要度を
含め、緑の整備に対する関心が高
いことが伺えることから、市民協
働によるボランティア制度を拡充
し、公園・緑地等に対しより親し
みを持ち、満足度の向上を図りた
い。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

◇地域の特性や安全性を考慮した公園・緑地の整備
◇公園・緑地を安全・安心に利用できる環境づくりに向けて、市民からの意見、要望への対応
◇公園樹木について、緑の豊かさを確保した適正な管理
◇年２回の公園等の一斉安全点検の実施
◇地元自治会などによる定期的な公園施設の点検

公園・緑地の整備及び維持管理に際しては、利用者が安心して利用できるよう、見通しを良くする、照明の適切な配置を進めるなど、安全・安心を
確保することが必要である。また、市民からの様々な苦情、意見、要望等に迅速に対応していくため、特に安全性に配慮する中で地域にあった維持
管理の方法を考えていくことが必要である。このため、府中市インフラ管理ボランティア制度を活用し、市民や事業者との協働による安心・安全な
公園・緑地等を維持し、市民が親しみを感じることができる公園等の空間づくりを行っていかなければならない。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

市民や事業者との協働による維持管理を行う必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

353,352,000 361,116,000 442,981,000 445,663,000 605,405,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,378,000 13,053,000 13,763,000 14,623,000 14,773,000 0

342,974,000 348,063,000 429,218,000 431,040,000 590,632,000 0

345,182,000 398,271,000 472,764,000 514,103,000 0 0

336,328,156 393,359,735 466,642,649 495,408,652 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

12,233,340 13,298,965 14,691,256 16,579,149 0 0

324,094,816 380,060,770 451,951,393 478,829,503 0 0

97.4% 98.8% 98.7% 96.4% 0.0% 0.0%

6.50 7.75 8.30 7.30

51,950,392 59,006,601 64,667,317 56,885,272

0 0 0 0

0 0 0 0

1,637,345 1,689,204 1,914,378 1,573,398

389,915,893 454,055,540 533,224,344 553,867,322 0 0
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 40 15 20 1103000 公園緑地等管理費　管理委託料 363,948,000 413,129,952 511,640,000

2 01 40 15 20 1104000 公園緑地等管理費　光熱水費 46,102,000 35,726,861 37,202,000

3 01 40 15 20 1105000 公園緑地等管理費　諸経費 33,383,000 44,322,719 56,563,000

4 01 40 15 20 1105001 公園緑地等管理費　諸経費 2,230,000 2,229,120

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 445,663,000 495,408,652 605,405,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

公園緑地等整備事業 20280500

既存の公園等を生かし、水と緑のネットワークの形成を中心とした整備を進める

2 緑の整備

28 緑のまちづくりの推進

主要な事務事業  〜

都市整備部 公園緑地課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

都市公園法、都市緑地法

府中市緑の基本計画２００９

市民

水と緑のネットワーク形成方針に基づき、市の核となる公園は「緑の中核的な拠点」として、地域の核となる公園は「地域におけ
る緑の拠点」として、緑道等は「水と緑のネットワークゾーン」として優先的に整備を行う。
また、歩いて行ける公園等の整備として、身近な公園の圏域とされる半径250ｍ内に都市公園の整備を引き続き進めていくものと
し、都市公園の整備が困難な場合は、安定的な利用が可能な条例等の公園整備を行う。

公園等の配置状況は、住宅市街地の多くが、身近な公園の圏域とされる半径250ｍ内に含まれており、１人当たりの都市公園面積
は、人口増加により伸び悩んでいるが、周辺都市より高く、量的な充足している。

既存の公園等を生かし、水と緑のネットワークの形成を中心とした整備を進めることで、緑の将来像の実現を目指します。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇日本公園緑地協会負担金
◇塗装、遊具設置・取付、ベンチ補修、看板補修、公園・緑道整備、ハス
池整備、照明灯設置・取替、時計塔設置、緑道看板改修の各種工事
◇四谷さくら公園拡張整備基本設計委託
◇測量設計委託

既存の公園施設等に、インフラマネジメント計画に基づき、適切な補修作
業、施設の充実、防災機能の向上など、質の向上に努めた。また、四谷さ
くら公園拡張整備及び（仮称）西原町４丁目公園について、近隣住民との
ワークショップ開催し、市民協働による公園づくりを進め、地域の特色や
要望を生かした基本計画の方針をまとめた。

□ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

インフラマネジメント計画に基づく、公園施設等の長寿命化計画の策定を
進め、防災機能の向上や施設の充実、適切な維持管理など、安心安全な公
園作りを推進していく。また、四谷さくら公園拡張整備及び（仮称）西原
町四丁目公園実施設計について、引き続き市民協働による公園づくりを進
めながら地域の特色を生かした整備計画を立案する。

◇日本公園緑地協会負担金
◇塗装、ベンチ補修、外柵改良、公園・緑道整備、ハス池整備の各種工事
◇四谷さくら公園拡張整備実施設計業務委託
◇（仮称）西原町四丁目公園実施設計業務委託
◇公園施設長寿命化計画策定委託
◇測量設計委託

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check） B　現状のまま継続

◇日本公園緑地協会負担金
◇塗装、ベンチ補修、外柵改良、公園・緑道整備、ハス池整備の各種工事
◇四谷さくら公園拡張整備実施設計業務委託
◇（仮称）西原町四丁目公園実施設計業務委託
◇公園施設長寿命化計画策定委託
◇測量設計委託

インフラマネジメント計画に基づく、公園施設等の長寿命化計画の策定を
進め、防災機能の向上や施設の充実、適切な維持管理など、安心安全な公
園作りを推進し、四谷さくら公園拡張整備及び（仮称）西原町四丁目公園
実施設計について、引き続き市民協働による公園づくりを進めながら地域
の特色を生かした整備計画を立案した。

□ □ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

インフラマネジメント計画に基づく、公園施設等の長寿命化計画の策定を
進め、防災機能の向上や施設の充実、適切な維持管理など、安心安全な公
園作りを推進していく。
また、（仮称）西原町四丁目公園の新設工事を行う。

◇塗装、ベンチ補修、遊具設置・取替、公園・緑道整備、ハス池整備の各
種工事
◇（仮称）西原町四丁目公園新設工事
◇公園施設長寿命化計画策定委託
◇測量設計委託

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

インフラマネジメント計画に基づく、公園施設等の長寿命化
計画の策定を進め、防災機能の向上や施設の充実、適切な維
持管理など、安心安全な公園作りを推進していく。
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

① 市民１人当たりの都市公園
面積

7.04

㎡／人

7.14 7.19 7.23 7.28 7.33

- - - - 平成30年度

6.98 6.93 6.91 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

身近に利用できる公園として、圏
域とされる半径約２５０メートル
内に適切に配置することを基本と
して、概ね適切に配置されている
。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

公園等の配置状況は、住宅市街地の多くが、歩いて行ける身近な公園の圏域とされる半径250ｍ内に含まれており、１人当たりの都市公園面積は、
昨今の急激な人口増加による影響を受け伸び悩んでいるが、周辺都市と比較すると高く、量的には充足している。既存の公園等を生かし、水と緑の
ネットワークの形成を中心とした整備を進めることで、緑の将来像の実現を目指し、水と緑のネットワーク形成方針に基づき、市の核となる公園は
「緑の中核的な拠点」として、地域の核となる公園は「地域における緑の拠点」として、緑道等は「水と緑のネットワークゾーン」として優先的に
整備を行った。

水と緑のネットワークの形成を基本的な考え方とした整備を進めるとともに、災害時や地域活動など多角的に活用できるようにするため、機能の充
実を図る必要がある。また、誰もが親しむことができる公園とするため、市民や事業者とともに公園づくりに取り組んでいく。
。また、歩いて行ける公園等の整備として、身近な公園の圏域とされる半径250ｍ内に都市公園の整備を引き続き進めていくものとし、都市公園の
整備が困難な場合は、安定的な利用が可能な条例設置による公園整備を行う。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

府中市緑の基本計画２００９による、緑の将来像と目標を設定している。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

76,775,000 77,693,000 61,685,000 128,033,000 117,825,000 0

0 0 0 15,000,000 10,000,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

60,300,000 0 0 0 0 0

16,475,000 77,693,000 61,685,000 113,033,000 107,825,000 0

76,775,000 77,693,000 97,573,000 130,760,000 0 0

70,471,646 72,306,250 87,002,616 122,206,019 0 0

0 0 0 11,000,000 0 0

0 0 0 4,050,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

70,471,646 72,306,250 87,002,616 107,156,019 0 0

91.8% 93.1% 89.2% 93.5% 0.0% 0.0%

2.50 2.25 2.55 3.20

19,980,920 17,130,949 19,867,670 24,936,010

0 0 0 0

0 0 0 0

629,746 490,413 588,152 689,705

91,082,312 89,927,612 107,458,438 147,831,734 0 0



公園緑地等整備事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 40 15 20 1107000 負担金　日本公園緑地協会 85,000 85,000 85,000

2 01 40 15 20 1111990 公園緑地等整備事業費　設計委託料 19,020,000 11,383,200 6,000,000

3 01 40 15 20 1112010 公園緑地等整備事業費　整備工事費 74,670,000 81,002,160 80,430,000

4 01 40 15 20 1112030 公園緑地等整備事業費　測量設計委託料 2,940,000 2,923,504 3,000,000

5 01 40 15 20 1117000 公園緑地等整備事業費　緊急整備工事費 1,000,000 0 1,000,000

6 01 40 15 20 1124500 公園等事業用地管理費 2,018,000 2,015,355 2,080,000

7 01 40 15 20 1136300 公園施設長寿命化計画策定費 28,300,000 24,796,800 24,300,000

8 01 40 15 20 1136350 郷土の森公園駐車場利用実態等調査費 930,000

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 128,033,000 122,206,019 117,825,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

平成29年9月

平成28年度

- 1 -

緑の基本計画策定事業 20280600

緑のまちづくりを推進するための指針となる基本計画を策定する

2 緑の整備

28 緑のまちづくりの推進

その他の事務事業 平成28年度 〜

都市整備部 公園緑地課

法定事業

市に事業見直しの裁量あり

都市緑地法第４条

府中市総合計画、府中市都市計画マスタープラン

全市民

「緑の基本計画」は、都市緑地法第４条に基づき、公園・緑道などの公共施設から住宅地・商店街・工場などの民間施設の緑を含
めた地域全体の「緑の将来像」を描き、この実現のために、多くの取組を体系的に位置づけた緑の総合的な計画で、第６次総合計
画の「緑の整備」における「緑のまちづくり」を推進するための指針となる計画を、平成２８年度から平成３０年度の３年間で、
現在の府中市の緑の状況を把握し、これまでの施策等の効果の検証を踏まえ、庁内・外の検討協議会での意見等を取り入れ、改訂
版の「緑の基本計画」策定する。

現行計画の目標年次である平成３０年度を控え、この間の社会経済情勢や自然環境等の変化及び法制度の変更により、新しい視点
による「緑の将来像」を描く必要があることから、これまでの施策等の効果の検証を踏まえて計画の改定を行う。

平成２８年度から平成３０年度の３年間で、現行計画の全面改定を行い、平成３１年度から平成４０年度までの新たな１０年に向
けて、府中市の緑の保全及び整備、緑化の方向性を定める。

H27年度実績（Do） H27年度評価（Check）

□ □ □ □ H27年度評価に基づく見直し（Action）

H28年度の方向性（Plan）H28年度の具体的な取組（Plan）

緑の視点から見た府中市の将来像を描き、今後、市の緑地の保全と緑化の
推進に関する施策を展開していくための指針となる「緑の基本計画」を改
定するために必要な基礎資料を整備する。

平成21年8月に策定した「府中市緑の基本計画2009」について、目標年次
である平成30年度を迎えることを受け、計画の改訂に向けて、緑被や緑地
等の状況、施策の進捗状況等を調査し、基礎資料の整備を行う。

H28年度実績（Do） H28年度評価（Check）

緑の基本計画の改訂に向け、航空写真等のデータを活用し、緑被や緑地等
の状況、施策の進捗状況等を調査し、基礎資料の整備を行った。

緑の視点から見た府中市の将来像を描き、今後、市の緑地の保全と緑化の
推進に関する施策を展開していくための指針となる「緑の基本計画」を改
定するために必要な基礎資料の整備ができた。

□ □ □ H28年度評価に基づく見直し（Action）

H29年度の方向性（Plan）H29年度の具体的な取組（Plan）

平成28年度に整備した基礎資料を基に、平成29年度より「府中市緑の基本
計画検討協議会」等で、緑の視点から見た府中市の将来像を描き、今後、
市の緑地の保全と緑化の推進に関する施策を展開していくための指針等を
検討する。

今年度は、緑に関する市民意向を把握するとともに、平成28年度成果を踏
まえてGIS等を用いて緑の配置等の検討を行い、基本方針等の検討を行い
ます。

平成30年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

「府中市緑の基本計画」は、当初平成１１年度に策定し、平
成２１年度に改定し「府中市緑の基本計画２００９」とした
。この度、現行計画の目標年次である平成３０年度を控え、
この間の社会経済情勢や自然環境等の変化及び法制度の変更
により、新しい視点による「緑の将来像」を描く必要がある
ことから、これまでの施策等の効果の検証を踏まえ、第６次
府中市総合計画および府中市都市計画マスタープランとの整
合を図り、平成２８年度から平成３０年度の３年間で計画の
改定を行う。



緑の基本計画策定事業
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（事業費）

（人件費）

（間接経費）

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

間 接 経 費

嘱 託 員 人 件 費

嘱 託 員 数

職 員 人 件 費

職 員 数

執 行 率

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

決 算 額

一 般 財 源

そ の 他

市 債

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

当 初 予 算 額

予 算 現 額

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

補正値

計
画
値

当初値

実　績

補正値

計
画
値

当初値

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

「府中市緑の基本計画」は、当初平成１１年度に策定し、平成２１年度に改定し「府中市緑の基本計画２００９」とした。この度、現行計画の目標
年次である平成３０年度を控え、この間の社会経済情勢や自然環境等の変化及び法制度の変更により、新しい視点による「緑の将来像」を描く必要
があることから、これまでの施策等の効果の検証を踏まえ、第６次府中市総合計画および府中市都市計画マスタープランとの整合を図り、平成２８
年度から平成３０年度の３年間で計画の改定を行う。

平成２８年度から平成３０年度の３年間で、社会経済情勢や自然環境等の変化及び法制度の変更により、新しい視点による「緑の将来像」を描く必
要があることから、これまでの施策等の効果の検証を踏まえ、庁内・外の検討協議会での意見等を取り入れ、改訂版の緑の基本計画として広く公表
する。

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

都市緑地法第4条に基づき策定される、緑地の保全及び緑化の推進に関す
る基本計画を定めたもの。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 0 0 7,476,000 7,790,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 7,476,000 7,790,000 0

0 0 0 7,476,000 0 0

0 0 0 7,398,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 7,398,000 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 99.0% 0.0% 0.0%

0.00 0.00 0.00 1.30

0 0 0 10,130,254

0

0 0 0 0

280,192

0 0 0 17,808,446 0 0



緑の基本計画策定事業
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H28年度 H29年度
予算事業名

当初予算額当初予算額 決算額
会計 款 項 目

事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 01 40 15 25 1136400 緑の基本計画策定費 7,476,000 7,398,000 7,101,000

2 01 40 15 25 1136500 緑の基本計画検討協議会（仮称）運営費 689,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 7,476,000 7,398,000 7,790,000


